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バイオマス（生物資源）とは

2出所：https://www.itmedia.co.jp/smartjapan/articles/1404/10/news016.html



「よい」バイオマスと「悪い」バイオマス

「よい」バイオマス

・温暖化対策になる

・経済性がある

・地域のためになる

・環境や社会的に悪い影響がない

「悪い」バイオマス

・森林破壊など環境に悪い影響がある

・土地紛争や労働問題がある

・食料と競合する

・温暖化対策にならない 3



バイオマスは、最も多く使われてきた自然エネルギー
そのほとんどは木質バイオマスの熱利用
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世界の部門ごとの総最終エネルギー消費における再生可能エネルギー

出所：REN21自然エネルギー世界白書2018

日本の再生可能エネルギー種類別比率
出所：IEA Energy Balances of OECD Countries 2014

日本のバイオマス利用実績の推計
出所：バイオマス白書2015



再生可能エネルギー固定価格買取制度（FIT）

 太陽光、風力、バイオマスなど再生可能エネルギー電
力を促進するための制度

 ２０１１年、３１１発生の日に閣議決定。２０１２年より開始

 再エネ電力を高い価格で買い取り、発電事業を増やす

 高く買い取る費用は、電力利用者（国民）が負担する

 再エネ電力増加に役立ったが、買取価格が高すぎたり
制度設計に欠陥が多かった→変更・改善を繰り返す

 最初、太陽光が膨大に増えたが、急速に買取価格を下
げた

 バイオマス発電にも制度上多くの問題
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再生可能エネルギー電力固定価格買取制度
(FIT)におけるバイオマス発電稼働・認定状況
（新規。２０１９年３月末時点）
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経産省資料より作成
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FITバイオマス発電の稼働・認定状況
出所：資源エネルギー庁WEBサイトより著者作成
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出所：経済産業省資料
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出典：第38回調達価格等算定委員会資料１

標準モデルで今年、約9,200円／年の負担



パーム油の問題
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プランテーションの開発 （前）
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出典：BIN53回研究会講演資料
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出所：BIN第85回研究会資料
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アブラヤシ農園開発で行き場を失ったオランウータン（インドネシア・カリマン
タン島） 写真：Centre for Orangutan Protection
出所：バイオマス白書２０１７
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化石燃料ディーゼルとパーム油バイオディーゼルの
温室効果ガス排出の比較

18

Rainforest Foundation Norway, For peat’s sake Understanding the climate implications of palm oil biodiesel 
consumption, May 2017

・2017年5月、レインフォレスト・ファウンデーション・ノルウェーが間接的土地
利用変化を考慮するとパーム油は化石燃料の何倍も悪いとレポートで指摘
・2017年６月、ノルウェーはパーム油を原料にしたバイオ燃料の公共調達を
禁止



ESG（環境・社会・ガバナンス）投資とパーム油リスク

19

PRI：責任投資原則（国連）
CDP：企業に環境対策等の開示を求め
るイニシアティブ

出所：シンポジウム「パーム油発電の環境・
社会影響を考える－ESG投資の観点から－」
水口剛資料



パーム油搾油工場廃液からのメタンガス排出

 パーム油搾油工場から大量の廃液が出、ラグーン（貯留池）で
処理されるが、大量のメタンガスが発生、膨大な温室効果ガス
が大気中に放出

 多くの搾油工場でメタンガスの回収を行っておらず、RSPO認
証をとった搾油工場でも行っていないケースがある

 EUでもメタンガス回収を行っているか否かでGHG排出基準
値が違い、行っていない場合のパーム油核粕だとGHG排出
が化石燃料由来電力
以上になるとしている

20

写真：ラグーン
出所：JICA マレーシア国パームオイル
工場の排水処理高度化・資源循環利用
普及・実証事業業務完了報告書



間接影響と評判リスク

 RSPO認証を得たようなパーム油であっても、新たな需要に
向けられることで、従来の需要を満たすため、新規開発圧力
が生じるため、間接影響はまぬがれない

 間接影響を考慮するとパーム油の温暖化ガス排出係数は化
石燃料より高くなる。そのため、EUでも燃料利用しなくなる方
向。米国もバイオディーゼル利用していない。

 IP、SGのパーム油が調達できたとしても、レピュテーション（
評判）リスクを負う可能性が高い

 レノバ、SBエナジーなど再エネ大手はパーム油発電を撤回

21

出所：国連環境
計画「バイオ燃料
を評価する」
http://www.resourc
epanel.org/file/187
/download?token=
9d97cU_z



パーム油発電

 ２０１８年３月末時点で、１７０万ｋW？の認定

 現在稼働しているのは、エナリス（37MW、6万t）、神栖パワープ
ラント（38.85MW、6万t）、三恵エナジー（２MW、3千t）など
HISが角田市に41MWを建設中。

 間接影響を考慮すれば、ＲＳＰＯ認証を取得していても持続可
能性の問題を回避できない

 間接影響を入れれば

温室効果ガス係数は

石炭以上

写真：HISによる宮城県
角田市の建設現場

（写真：長谷川公一） 22
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 HISのパーム
油発電中止の
署名活動

 15万筆以上が
集まった

http://www.foejapa
n.org/forest/palm/19
0507.html



宮城県石巻市で１０万ＫWの液体バイオ燃料発電計画

 発電事業者：G-Bio社（HISにパーム油発電を譲渡した
会社と同一と考えられる）

 アフリカのモザンビークで18万トンの油脂植物（大豆など
）を栽培、日本に運び、発電

 食料との競合の問題

 膨大な農地が必要。農地収奪（ランドグラビング）のリスク
が高い

 事業予定地は、小学校や保育園から６００ｍの距離

 そもそも事業としての成立は困難と考えられる

 地元住民が
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バイオ燃料と土地収奪
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出典：時事通信HP
https://www.jiji.com/sp/article?k=2019082900132&g=int



経済産業省の対応
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FITバイオマス発電の現状

27

第41回調達価格等算定委員会資料



事業計画策定ガイドライン（バイオマス発電）
（2019.4）
農産物の収穫にともなって生じるバイオマス

パーム油等バイオマス液体燃料は、持続可能なパーム油
のための円卓会議（RSPO）認証のIP,SGなど非認証油と
分別管理され、労働の評価などの合法性が証明されてい
ること

食用に供されないことの証明ができるよう考慮すること

 PKS、パームトランクについては、原産国の搾油工場等
までさかのぼって燃料安定調達協定等が確認できること

パーム油、PKS、パームトランク以外の農産物の収穫に
伴って生じるバイオマスは、あらかじめ経済産業省に相
談すること

28



RSPO パーム油の４つのサプライチェーンモデル

29

１）アイデンティティプリザーブド（IP）

２）セグリゲーション（SG）

３）マスバランス（MB）

４）ブックアンドクレーム（B&C）

出所：WWF Japan HP



バイオマスの持続可能性とは

表：バイオエネルギーの生産に伴う諸問題解決に向けた世界バイオ
エネルギー・パートナーシップ（GBEP）持続可能性指標（2011.5）

環境分野 社会分野 経済・エネルギー保障分
野

1. ライフサイクル温室
効果ガス排出量
2. 土壌質
3. 木質資源の採取水
準
4. 大気有害物質を含
む非温室効果ガスの排
出量
5. 水利用と効率性
6. 水質
7. 景観における生物
多様性
8. バイオ燃料の原料
生産に伴う土地利用と
土地利用変化

9. 新たなバイオエネルギー生
産のための土地分配と土地所
有権
10. 国内の食料価格と食料供
給
11. 所得の変化
12. バイオエネルギー部門の雇
用
13. バイオマス収集のための女
性・児童の不払い労働時間
14. 近代的エネルギーサービス
へのアクセス拡大のためのバイ
オエネルギー
15. 屋内煤煙による死亡・疾病
の変化
16. 労働災害、死傷事故件数

17. 生産性
18. 純エネルギー収支
19. 粗付加価値
20. 化石燃料消費および
伝統的バイオマス利用の
変化
21. 職業訓練および再資
格取得
22. エネルギー多様性
23. バイオエネルギー供給
のための社会資本および
物流
24. バイオエネルギー利用
の容量と自由度 30



バイオマスの持続可能性

 持続可能性に配慮しないバイオマスは、森林破壊など生
物多様性損失、大量の温暖化ガスの排出、土地を巡る紛
争、食料との競合、労働問題など深刻な環境社会問題を
生じかねない

 2008年頃のバイオ燃料ブームを契機に、各国でバイオマ
スの持続可能性基準が導入された

 日本のFIT制度では、合法性についての規定はあるが、
温室効果ガス（GHG）排出の規定がないことが重大な問題

31



バイオマス利用に関わるCO2排出

32出所：シンポジウム「持続可能なバイオマスの要件とは～経済循環とLCAの視点から考える～」古俣寛隆資料

炭素中立



パーム油発電に関する現在の状況

 ２０１８年に、経産省がFITのパーム油発電燃料をRSPO認
証のIP、SG（入手困難、高価格）に限定した時点で、「事実
上のパーム油発電廃止」を意味していたと考えられる。

 発電事業者は、ISPO、MSPOといった別の認証制度も認
めるよう要望→「RSPOと同等」を求める。

 マレーシア、インドネシア両国においてパーム油は一大産
業、利害関係者も多い

 温室効果ガス削減効果を考慮すれば、パーム油等主産物
はほぼ持続可能なバイオマス燃料からはじかれる

33



バイオマス持続可能性ワーキンググループ

 ２０１９年４月～秋 経産省が開催。研究者ら５名が委員

 発電事業者から、パーム油をRSPO認証だけでなく、他
の認証も認めてほしいとの要望

 新規燃料（大豆油、ナタネ油、クルミやココナツの殻、ジャ
トロファなど）を認めてほしいとの要望

→これらを議論するために開催

34



出典：経済産業省 バイオマス持続可能性ワーキンググループ第１回会合資料５
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経済産業省バイオマス持続可能性ワーキンググループ第１回資料５



バイオマス持続可能性ワーキンググループでの議論

 委員は温室効果ガス（GHG）の規制を入れるべきと口をそ
ろえて指摘しているが、経産省の事務局は導入に難色を
示す

→日本でもバイオエタノールで実施、EUでも導入されて
おり、導入は可能

 最も厳しいRSPO認証のIP、SGであれば、燃料調達は困
難だが、MSPO、ISPOといった別の認証であれば、パー
ム油発電事業はかなり容易になる

 制度によってはまったくの骨抜きになる可能性

 今、まさに正念場
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再生可能エネルギー／バイオマス発電をめぐ
る急激な変化

 太陽光（３円／ｋWh）、風力発電（６円／ｋWh）の劇的な
コスト低下→海外では化石燃料に対して競争力を持ちつ
つある

 廃棄物・残渣以外のバイオマスは、既存の電力コストまで
下げることは困難→無理にバイオマスで発電する必要は
ない？

 調整電源としての機能はありうるが、蓄電池など他の手段
と比較検討

 国内の間伐材も、発電より熱利用に使う方が、利用効率
が高く、温暖化対策効果も高い

38



バイオマス発電に関する共同提言
「ライフサイクルでのGHG排出 LNG火力発電の50％
未満」を要件に

１．温室効果ガス（GHG）の排出を十分かつ確実に削減し
ていること

２．森林減少・生物多様性の減少を伴わないこと

３．パーム油などの植物油を用いないこと

４．人権侵害を伴っていないこと

５．食料との競合が回避できていること

６．汚染物質の拡散を伴わないこと

７．環境影響評価が実施され、地域住民への十分な説明
の上での合意を取得していること

８．透明性とトレーサビリティが確保されていること 39

提言全文：http://www.npobin.net/Teigen190717.pdf



まとめ

 そもそも、FITにパーム油発電を含めるべきではなかった

 温室効果ガス削減効果を考慮すべき

 このままでは、温暖化対策効果がなく、エネルギー自給にもな
らず、地域経済への恩恵もないパーム油発電のために、

最大４兆円の国民負担

 バイオマスにはよい（持続可能な）バイオマスと、悪い（持続可
能でない）バイオマスがある

 パーム油発電は「悪いバイオマス」の典型

 現在、余っていても２０年先は見通せない

 今が正念場！
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NPO法人バイオマス産業社会ネットワーク（BIN）の概要

• バイオマスの持続可能な利用推進のための普及啓発活動等

• 月１回ペースでの研究会の開催

• バイオマス白書等の作成（サイト版および小冊子版）

• メーリングリスト、メールマガジン

• バイオマスに関する調査、提言、アドバイス等

＜事務局＞

〒277-0945千葉県柏市しいの木台3-15-12

Tel:047-389-1552 Fax:047-389-1552

E-mail:mail@npobin.net http://www.npobin.net


